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１．新株予約権等に関する事項 

（１） 当期末日における新株予約権の状況

● 新株予約権の総数  ： 2,642個（注）１ 

● 目的となる株式の種類及び数：当社普通株式 789,000株（注）１

新株予約権は全てストックオプションとして交付されたものであり、その行使に際しては、自己株式を充当

し、新株発行（発行済株式の総数の増加）の予定はありません。 

区分 
2005年８月発行新株予約権 
（2005年８月31日発行） 

2007年２月発行新株予約権 
（2007年２月13日発行） 

2007年８月発行新株予約権 
（2007年８月10日発行） 

発行決議の日 2005年８月24日 2007年１月26日 2007年７月26日 

新株予約権の数（注）１ 20個 17個 33個 

新株予約権の目的となる 
株式の種類及び数（注）1、4 

普通株式 10,000株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

普通株式 8,500株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

普通株式 16,500株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

新株予約権の払込金額 無  償 
新株予約権１個につき 
500,900円 （注）２ 

新株予約権１個につき 
463,900円 （注）２ 

新株予約権の行使に際して 
出資される財産の価額 

（注）４ 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権を行使することが
できる期間 

2005 年 ９ 月 １ 日 から 

2025 年 ６ 月 24 日 まで 

2007 年 ２ 月 14 日 から 

2026 年 ６ 月 27 日 まで 

2007 年 ８ 月 11 日 から 

2027 年 ６ 月 26 日 まで 

新株予約権の主な行使の条件 （注）３ （注）３ （注）３ 

区分 
2008年９月発行新株予約権 

（2008年９月16日発行） 

2009年７月発行新株予約権 

（2009年７月８日発行） 

2010年７月発行新株予約権 

（2010年７月８日発行） 

発行決議の日 2008年８月29日 2009年６月23日 2010年６月23日 

新株予約権の数（注）１ 27個 69個 107個 

新株予約権の目的となる 
株式の種類及び数（注）1、4 

普通株式 13,500株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

普通株式 34,500株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

普通株式 53,500株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個につき 
398,000円 （注）２ 

新株予約権１個につき 
294,200円 （注）２ 

新株予約権１個につき 
244,000円 （注）２ 

新株予約権の行使に際して 
出資される財産の価額 

（注）４ 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権を行使することが
できる期間 

2008 年 ９ 月 17 日 から 

2028 年 ６ 月 24 日 まで 

2009 年 ７ 月 ９ 日 から 

2029 年 ６ 月 23 日 まで 

2010 年 ７ 月 ９ 日 から 

2030 年 ６ 月 23 日 まで 

新株予約権の主な行使の条件 （注）３ （注）３ （注）３ 
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区分 
2011年７月発行新株予約権 
（2011年７月５日発行） 

2012年７月発行新株予約権 
（2012年７月５日発行） 

2013年７月発行新株予約権 
（2013年７月４日発行） 

発行決議の日 2011年６月20日 2012年６月20日 2013年６月19日 

新株予約権の数（注）１ 257個 424個 358個 

新株予約権の目的となる 
株式の種類及び数（注）1、4 

普通株式 128,500株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

普通株式 212,000株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

普通株式 179,000株 
(新株予約権１個につき 

500株) 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個につき 
267,700円 （注）２ 

新株予約権１個につき 
304,800円 （注）２ 

新株予約権１個につき 
505,300円 （注）２ 

新株予約権の行使に際して 
出資される財産の価額 

（注）４ 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権１個につき 
500円 

新株予約権を行使することが
できる期間 

2011 年 ７ 月 ６ 日 から 

2031 年 ６ 月 20 日 まで 

2012 年 ７ 月 ６ 日 から 

2032 年 ６ 月 20 日 まで 

2013 年 ７ 月 ５ 日 から 

2033 年 ６ 月 19 日 まで 

新株予約権の主な行使の条件 （注）３ （注）３ （注）３ 

区分 
2014年７月発行新株予約権 

（2014年７月３日発行） 

発行決議の日 2014年６月18日 

新株予約権の数（注）１ 1,330個 

新株予約権の目的となる 
株式の種類及び数（注）1、4 

普通株式 133,000株 
(新株予約権１個につき 

100株) 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個につき 
127,900円 （注）２ 

新株予約権の行使に際して 
出資される財産の価額 

（注）４ 

新株予約権１個につき 
100円 

新株予約権を行使することが
できる期間 

2014 年 ７ 月 ４ 日 から 

2034 年 ６ 月 18 日 まで 

新株予約権の主な行使の条件 （注）３ 

（注）１．上記の新株予約権の総数、新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数については、2022年３月31日現在の残高
を記載しています。 

２．上記の新株予約権（ただし2005年８月発行新株予約権を除く）は、その払込金額の払込債務と相殺することを条件として
支給された金銭報酬の債権と当該払込債務を相殺することにより交付されたものです。 

３．上記の新株予約権の主な行使の条件は以下のとおりです。 
（１）新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降、原則として10年間に限り、新

株予約権を行使することができる。
（２）各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
４．2014年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っているため、2014年７月発行新株予約権を除き、上

記新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使に際して出資される財産の価額については調整された株式分割
後の数値を記載しています。 
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（２） 当期末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

付与対象者 人数 
新株予約権の数 

(残高) 
新株予約権の目的となる 

株式の種類及び数 

2007年２月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

1名 17個 
普通株式 
 8,500株 

2007年８月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

1名 17個 
普通株式 
 8,500株 

2008年９月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

1名 27個 
普通株式 
13,500株 

2009年７月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

1名 47個 
普通株式 
23,500株 

2010年７月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

2名 88個 
普通株式 
44,000株 

2011年７月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

2名 190個 
普通株式 
 95,000株 

2012年７月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

2名 208個 
普通株式 
104,000株 

2013年７月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

2名 125個 
普通株式 
62,500株 

2014年７月発行 
新株予約権 

監査等委員でない取締役 
（社外取締役を除く） 

2名 453個 
普通株式 
45,300株 

合計 1,172個 
普通株式 
404,800株 

（注）１．取締役が保有する新株予約権には、取締役就任前に執行役員としての職務執行の対価として交付されたものが含まれてい
ます。 

２．2014年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っているため、2014年７月発行新株予約権を除き、上
記新株予約権の目的となる株式の数については調整された株式分割後の数値を記載しています。 
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2022 年度 業務の適正を確保するための体制 

 

当社は、業務の適正を確保するための体制の整備に関して以下のとおり基本方針を定め

る。 

 

１．職務執行に関わる体制 

（１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社は、取締役会構成員として経営の基本方針、経営戦略等の決定に参画し、業務執

行の監督を行う取締役と、業務執行の責任を担うトップマネジメント（取締役社長並

びに経営戦略担当、経営管理・コンプライアンス担当、メディカル担当、販売統括担

当、研究担当、財務担当、法務担当及び製薬技術担当の総称）の役割を明確に区分す

る。 

 取締役会は、3か月に 1回以上、および必要に応じて随時開催する。 

 エグゼクティブ・コミッティを設置し、当社及びグループ会社における経営戦略、製

品戦略、経営管理、人事等に関する重要事項を協議する。 

 上記会議体に関する規程及び「決裁権限規程」を制定し、会議体及びトップマネジメ

ントの権限や位置づけを意思決定上の手続きとともに明確にする。 

 業務執行が効率的に行えるよう人事・組織体制を整備する。 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 「記録と情報の管理に関するグローバル規程」を制定し、取締役の職務の執行に係る

情報を適切に保存、管理する。 

 取締役会、エグゼクティブ・コミッティの議事録等、経営上重要な事項に係る文書

は、取締役が適宜閲覧できるような体制を構築する。 

 

 

２．リスク(損失の危険)の管理に関する規程その他の体制 

当社は、グループ全体のより適切なリスク管理を行うため、「経営上の戦略的意思決定

に係るリスク（事業機会に係るリスク）」と「適正かつ効率的な業務遂行に係るリスク

（事業活動遂行に係るリスク）」に分け、当社及びグループ会社の各部門・部署が主体的

にリスク管理実務を実践することを基本として、次のような活動を通じ、グループ内リス

クの低減及びその適切な対応を推進する。 

 事業機会に係るリスクへの対応については、各部門・部署がそれぞれの機能・役割の

下、意思決定ルール、基準を明確にして実施する。これらのうち重要なリスクに関わ

る事項については、その重要度に応じて、エグゼクティブ・コミッティ又はエグゼク

ティブ・コミッティ及び取締役会において審議を経た上で決定する。 

 事業活動遂行に係るリスクへの対応については、グローバル及び部門別の「リスク＆

レジリエンス委員会」を設置し、1) リスクの識別と最適な管理活動並びに 2) 危機対

応計画及び事業継続計画の準備・対応状況を包括的に管理する。上記体制の方針につ

いてはエグゼクティブ・コミッティ及び取締役会において審議を経た上で決定する。
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当該体制の下で識別された重要なリスクに関わる事項については、その対応も含めエ

グゼクティブ・コミッティの審議を経て決定するとともに、取締役会に報告する。 

 リスク管理業務の実効性を高めるため、災害対応、情報セキュリティー、個人情報保

護等について、リスクの特性、内容に応じたポリシーやマニュアル等を個別に制定す

る。 

 

 

３．コンプライアンス体制（取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制） 

当社は、当社及びグループ会社の役員・従業員によるコンプライアンスのための中核的

規範として「アステラス企業行動憲章」及び「アステラスグループ行動規準」を定める。 

当社は、コンプライアンスをいわゆる法令遵守にとどまらず、高い倫理観に基づく社会

規範に沿った行動と位置付け、グループ全体において広い意味でのコンプライアンスを推

進するための体制を構築するとともに、その浸透に向け、次のような取り組みを行う 

 「グローバル・コンプライアンス委員会」を設置し、当社及びグループ会社全体の

コンプライアンスに関する現状の把握、更に方針・計画を審議する。各地域毎のコ

ンプライアンスに関する事項を審議するコンプライアンス委員会も別途設置する 

 グローバル・コンプライアンスに関する具体的な企画の立案、推進、浸透等は、経

営管理・コンプライアンス担当の指揮の下、エシックス＆コンプライアンス部門が

当社及びグループ会社の関係部門と連携の上実施する。また、継続的な研修等を通

じ、当社及びグループ会社の役員・従業員一人ひとりが自らの責任においてコンプ

ライアンスを実践できる体制を構築する。 

 独立した第三者機関がグローバルに運営する内部通報窓口を設置し、アステラスグ

ループの従業員又は社外関係者によるコンプライアンス違反・その疑義の報告を受

け付ける。 

重要な情報は、適宜、経営管理・コンプライアンス担当に報告される体制を構築す

る。対応にあたっては、秘密厳守及び連絡者への不利益な取扱いの禁止を徹底す

る。 

上記の体制及び取り組みを通して、Speak Up Culture(「声を上げる」ことのできる企業

風土)を醸成し、報復禁止の原則を徹底する。 

 

４．情報開示・情報管理に関する体制 

 当社は、顧客、株主、社会など、すべてのステークホルダーに対し適時適切かつ公平

に情報を開示する。また、ステークホルダーとの対話を積極的に行い、そこで得た意

見等を企業活動に適切に反映するよう努める。このような情報開示と対話により、企

業としての透明性を一層高めていくとともに、ステークホルダーとの信頼関係の構築

と維持に努める。 

 上記基本姿勢のもと、当社は「ディスクロージャー・ポリシー」を制定するととも

に、情報開示活動を推進・管理する「情報開示委員会」を設置する。 

 当社は、当社及び当社グループの役員・従業員がその職務上知った重要情報の取扱い
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等についての規程を制定し、法令違反の未然防止及び適切な情報管理を図る。 

 

５．財務報告の信頼性を確保するための体制 

 当社は、財務報告の信頼性を確保するため、一般に公正妥当と認められる基準に準拠

して連結ベースの財務報告に係る内部統制を整備・運用し、その有効性を適正に評価

する。 

 取締役会が定める「グローバル JSOX規程」に基づき、グローバル内部統制責任者で

ある取締役社長の指揮の下、連結ベースの財務報告に係る内部統制の評価を実施す

る。 

 

６．グループ管理体制（当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制） 

当社は、グループ会社の適切な管理、運営を行うとともに、当社及びグループ会社との

間での健全な関係を維持・構築するため、次の取り組みを行う。 

 「アステラス企業行動憲章」及び「アステラスグループ行動規準」を全てのグループ

会社に適用し、これらに基づくグループ会社の行動規準とあわせて、その周知徹底を

図る。 

 グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事項は、機能別マネジメントの職制を通

じて当社に報告される体制を構築する。 

 グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われるよう、グループ会社の役員

構成及び意思決定権限並びにグループ内監督体制に関する明確なルールを整備する。 

 リスク管理、コンプライアンスへの取り組みは、前述のとおりグループ全体の仕組み

として取り組む。 

 「グローバル内部監査規程」をグループ全体に適用し、グループ一体での内部監査体

制を整備する。 

 

７．内部監査体制 

当社は、通常の業務執行部門から独立した社長直轄の監査部門を設置し、当社及びグ

ループ会社における内部監査体制を整備することとし、次の取り組みを行う。 

 監査部門は、当社及びグループ会社全体の経営諸活動における各種体制や仕組みの

有効性・効率性について検討・評価し、監査報告書にとりまとめ、取締役社長及び

監査等委員会へ報告する。また、必要に応じて関係役員及び関係部門に説明する。

年間監査結果の総括については取締役会及び会計監査人に報告する。 

 当社は、医薬品企業として「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保

等に関する法律」等を遵守し、製品の有効性・安全性を確保することを使命とし

て、高い専門知識の下で、適正性を確保した組織体制を通じ業務を遂行していく。

このために、グループ全体において、現場での自己統制、薬事、品質等に関する専

門部による専門統制、監査部門による内部監査の仕組みをそれぞれの機能別に構築

する。 

 監査部門は、関係する専門部と定期的な連絡会を開催する等の活動を通じて連携
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し、内部監査の質的向上を図る。 

 社長直轄の監査部門長がグローバルの内部監査機能全体を統括し、内部監査部門を

グループ全体のグローバルな機能軸の組織体制に沿った編成とすることにより、グ

ローバル化するリスクに効果的に対応し、グループ会社に対し一貫した高質な保証

業務及びアドバイザリー業務を提供するための機能を強化する。 

 

８．監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社は、監査等委員会設置会社として、監査等委員会の監査が実効的に行われることが

可能となるよう、次の取り組みを行う。 

（１）監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する事項 

 監査等委員会の監査が適切に機能するよう、監査等委員会の職務を補助する監査等委

員会室を設置し、専任の所属員を配置する。 

（２）監査等委員会の職務を補助する従業員の監査等委員でない取締役からの独立性及び

当該従業員に対する指示の実効性に関する事項 

 監査等委員会室の所属員は、監査等委員でない取締役から独立し、監査等委員会の指

揮命令の下に職務を遂行する。 

 当該所属員の任命・評価・異動等については、予め監査等委員会の同意を必要とす

る。 

（３）監査等委員でない取締役及び従業員が監査等委員会に報告するための体制その他の

監査等委員会への報告に関する体制 

 当社及びグループ会社の取締役等の職務の執行に係る月次報告、四半期報告に関し

て、監査等委員会が常時閲覧可能な体制を整備する。 

 トップマネジメントは、管掌する部門に関して、監査等委員会に対して定期的に、又

は臨時に報告する事項、報告者、報告の方法を監査等委員会と協議して決定する。 

 内部監査、法務、コンプライアンス、リスクマネジメントを担う部門は、それぞれ定

期的に監査等委員会へ報告する体制を構築し、当社及びグループ会社における現状の

報告その他必要な情報の提供を行う。 

（４）監査等委員会に報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制 

 当社は、監査等委員会又はグループ会社の監査役へ報告を行った当社及びグループ会

社の役員・従業員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いをすること

を禁止する。 

（５）監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項 

 当社は、監査等委員の職務の執行について生じる費用等に関して、監査等委員会室が

予算の計上及び費用等の支払いを担う体制を整備する。 

（６）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査部門長の任命・評価・異動等については、予め監査等委員会の同意を必要とす

る。 

 監査部門は、年度監査計画の策定に当たり監査等委員会の同意を得る。 

 監査等委員会は、監査部門から監査結果等の報告を受け、必要に応じて監査部門に指
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示を行うことができる。当該指示と取締役社長の監査部門に対する指示が両立しえな

い場合、監査等委員会と取締役社長は協議し、調整をはかる。 

 監査等委員会が選定する監査等委員は、当社の重要な業務執行の協議を行うエグゼク

ティブ・コミッティ、その他監査等委員会が重要と判断する会議に出席することがで

きる。当該監査等委員がこれらの会議に出席できない場合、監査等委員会の指示によ

り監査等委員会室の所属員がオブザーバーとして出席することができる。 

 監査等委員会の監査が適切に実施できるよう、当社及びグループ会社における監査対

象者（部門）は協力する。 

 

９．反社会的勢力排除のための体制 

当社及びグループ会社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対

して会社組織として毅然とした姿勢で臨み、不当、不法な要求に応じないことはもちろ

ん、一切の関係を遮断する。 

 「アステラス企業行動憲章」及び「アステラスグループ行動規準」において、反社会

的勢力及び団体に対しては毅然とした姿勢で臨むことを明記し、関係排除に取り組

む。 

 特に日本においては、警察当局、関係団体等と十分に連携し、反社会的勢力及び団体

に関する情報を積極的に収集すると共に組織的な対応が可能となるよう体制の整備を

進める。また、役員・従業員に対しては、コンプライアンス研修、リスク管理研修等

の機会を通じて反社会的勢力排除に向けた啓発活動を継続して行う。 
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 

 

当期（2022年 3月期）における当社の運用状況の概要は以下の通りです。 

 

１． 職務執行に関わる体制 

当社は、基本方針に基づき、原則として毎月 1 回取締役会を開催しています。また、決

裁権限規程等に基づき、エグゼクティブ・コミッティにて重要事項を協議し、トップマネ

ジメントがその役割を果たすことにより、取締役の効率的な職務の執行を確保しています。

なお、当期においては、取締役会を 13 回、エグゼクティブ・コミッティを 23 回開催しま

した。 

また、2022 年 4 月付で法務担当、製薬技術担当という新たなトップマネジメントポジ

ションを新設し、戦略実装担当のポジションを解消し、経営戦略担当に統合することを決

定しました。 

 

２． リスク（損失の危険）の管理に関する規程その他の体制 

当社は、基本方針に基づき、事業機会に係るリスクと事業活動遂行に係るリスクに分け、

当社及び当社グループの各部門が主体的にリスク管理実務を実践しています。特に、クリ

ティカル・リスクとして特定された事項について、リスクオーナーの指示のもとリスク低

減策を策定し、実行しています。グループ全体のリスクをより効率的に管理するため、グ

ローバル及び部門別の「リスク＆レジリエンス委員会」を設置しています。 

また、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に対して、2020年１月からグローバルク

ライシス対応チームを組成して活動を開始し、当社事業への影響をモニタリングするとと

もに必要な対策を迅速に進めています。 

ウクライナの情勢悪化に対して、2022年 2月からグローバルクライシス対応チームを組

成して活動を開始し、現地の従業員及び家族の安全性の確保、サプライチェーンなどを含

む事業活動への影響をモニタリングするとともに必要な対策を迅速に進めています。 

 

３． コンプライアンス体制（取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制） 

当社は、基本方針に基づき、グローバル・コンプライアンス委員会及び各地域毎のコン

プライアンス委員会を開催し、当社及び当社グループのコンプライアンスの現状把握、方

針・計画の審議を行っています。また、全従業員を対象としたコンプライアンスに関する

様々な研修の実施等を通じ、コンプライアンスに対する意識向上を図るほか、内部通報窓

口の運用等により、問題の早期発見と改善措置に努めています。なお、各地域・各国のエ

シックス＆コンプライアンス機能がエシックス＆コンプライアンス部門長に報告するグ

ローバル・コンプライアンス体制を構築しています。 

 

４． 情報開示・情報管理に関する体制 

当社は、基本方針に基づき、すべてのステークホルダーに対し、適時適切かつ公平な情
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報開示を行うとともに、ステークホルダーとの積極的な対話に努めています。当期におい

ても、企業活動における一層の透明性向上を図るため、情報開示委員会のもと、重要情報

の開示方針や開示内容等について部門横断的に審議を行うなど、適時的確かつ公平な情報

開示に引き続き取り組みました。 

2025 年までの 5 か年にわたる経営計画 2021 を策定し、2021 年 5 月に会社説明会を実施

しました。また、当社のマテリアリティ・マトリックスを更新し、2022年 2月に社外向け

に初めて開催したサステナビリティ ミーティングを通じて公表しました。 

 

５． 財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、基本方針に基づき、連結ベースの財務報告に係る内部統制評価計画を策定する

とともに、 コントロールオーナー及びプロセスオーナーによる内部統制の整備及びその実

施、内部統制関連文書の改訂、監査部門による評価対象事業拠点の内部統制の整備及び運

用状況の評価実施等により、財務報告の信頼性確保に努めています。 

 

６． グループ管理体制（当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制） 

当社は、基本方針に基づき、当社グループの取締役等の職務に係る事項を、機能別マネ

ジメントの職制を通じ報告を受けるとともに、グループ会社の役員構成及び意思決定権限

を明確に定めることで、グループ会社の適切な管理・運営を推進しています。なお、当社

グループ会社の財務状況及びその他の状況については、月次や各四半期で報告を受け、当

社の取締役会に適宜、報告しています。 

 

７． 内部監査体制 

当社は、基本方針に基づき、内部監査の計画を立案・実行するとともに、監査等委員会、

取締役会、会計監査人等へ報告を行い、監査結果をレビューする機会を確保しています。

また、内部監査部門及び関連する専門部門との間で情報連携活動を実施し、内部監査体制

の強化に努めています。なお、当社では、各地域の監査部が社長直轄の監査部門長に報告

するグローバル監査体制を構築しています。 

 

８． 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社は、基本方針に基づき、監査等委員でない取締役及び従業員による監査等委員会へ

の業務執行状況の報告並びに監査等委員によるエグゼクティブ・コミッティ等重要会議へ

の継続的な出席等を通じ、監査等委員会による監査が実効的に行われる体制を確保してい

ます。 

特に、全地域における内部通報窓口への通報の概要及び法務部門が主管する訴訟・社内

調査案件については、監査等委員会に月次で報告しています。 

また、監査等委員会室による監査等委員会の実務的なサポートがより充実し、監査等委

員会の監査がより適切に機能するよう取り組んでいます。 
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９． 反社会的勢力排除のための体制 

当社は、基本方針に基づき、当社及び国内グループ会社の取引先の属性を確認するとと

もに、契約書への反社会的勢力排除条項の導入等を通じ、反社会的勢力及び団体との関係

排除に取り組んでいます。 
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連結持分変動計算書連結持分変動計算書連結持分変動計算書連結持分変動計算書連結持分変動計算書
自 2021年４月１日

至 2022年３月31日

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の資本の構成要素

新株予約権
在外営業活動体
の外貨換算差額

当期首残高 103,001 177,830 △15,377 953,289 745 147,024

当期包括利益

当期利益 － － － 124,086 － －

その他の包括利益 － － － － － 86,597

当期包括利益合計 － － － 124,086 － 86,597

所有者との取引額

自己株式の取得 － － △50,717 － － －

自己株式の処分 － △391 735 △229 △115 －

自己株式の消却 － － 51,427 △51,427 － －

配当金 － － － △85,236 － －

株式報酬取引 － 2,028 － － － －

振替 － － － 3,777 － －

所有者との取引額合計 － 1,638 1,444 △133,114 △115 －

当期末残高 103,001 179,467 △13,934 944,261 630 233,621

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計

その他の資本の構成要素

合計
その他の包括利

益を通じて公正

価値で測定する

金融資産

確定給付制度
の再測定

合計

当期首残高 19,604 － 167,373 1,386,115 1,386,115

当期包括利益

当期利益 － － － 124,086 124,086

その他の包括利益 △5,078 2,512 84,031 84,031 84,031

当期包括利益合計 △5,078 2,512 84,031 208,117 208,117

所有者との取引額

自己株式の取得 － － － △50,717 △50,717

自己株式の処分 － － △115 0 0

自己株式の消却 － － － － －

配当金 － － － △85,236 △85,236

株式報酬取引 － － － 2,028 2,028

振替 △1,265 △2,512 △3,777 － －

所有者との取引額合計 △1,265 △2,512 △3,893 △133,925 △133,925

当期末残高 13,261 － 247,512 1,460,308 1,460,308
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結計算書類の作成基準

当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に準

拠して作成しています。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省

略しています。

（２）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 78社

主要な連結子会社名：

アステラス ファーマ グローバル ディベロップメント Inc.、

アステラス インスティチュート フォー リジェネレイティブ メディシン、

オーデンテス セラピューティクス Inc.、アステラス ファーマ テック株式会社、

アステラス アイルランド Co.,Ltd.、アステラス ファーマ ヨーロッパ B.V.、

アステラス製薬(中国)有限公司、アステラス ファーマ US, Inc.、アステラス ファーマ GmbH、

アステラス ファーマ S.A.S、アステラス ファーマ S.A.、北京アステラス医薬有限公司、

韓国アステラス製薬株式会社

（３）持分法の適用に関する事項

持分法適用会社の数 ３社

（４）連結の範囲に関する注記

連結の範囲の変更

増加：３社（会社設立等による増加）

減少：１社（合併による減少）

（５）連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

（６）会計方針に関する事項

①金融商品の評価基準及び評価方法

・当初認識及び測定

金融資産及び金融負債は、当社グループが金融商品の契約上の当事者となった取引日に認識しています。

金融資産及び金融負債は、重大な金融要素を含んでいない営業債権を除き、当初認識時に公正価値で測定し

ています。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（以下「FVTPLの金融資産」）及び純損益を通じて公正

価値で測定する金融負債（以下「FVTPLの金融負債」）を除き、金融資産の取得及び金融負債の発行に直接起因

する取引コストは、当初認識時において、金融資産の公正価値に加算又は金融負債の公正価値から減算してい

ます。FVTPLの金融資産及びFVTPLの金融負債の取得に直接起因する取引コストは純損益で認識しています。

・金融資産

当社グループはすべての金融資産を当初認識時に、「償却原価で測定する金融資産」、「その他の包括利益

を通じて公正価値で測定する金融資産（以下「FVTOCIの金融資産」）」又は「FVTPLの金融資産」に分類してい

ます。

(a) 償却原価で測定する金融資産

以下の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しています。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルの中で

保有されている。

・契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが所定の日に生

じる。

当初認識後、実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定し、実効金利法による利息収

益は純損益で認識しています。
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(b) FVTOCIの金融資産（負債性金融資産）

以下の条件がともに満たされる場合には、FVTOCIの金融資産（負債性金融資産）に分類しています。

・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルの中で保有され

ている。

・契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが所定の日に生

じる。

当初認識後、公正価値で測定し、減損利得又は減損損失及び為替差損益を除き、公正価値の変動から生じ

る評価損益はその他の包括利益で認識しています。当該金融資産の認識を中止する場合、その他の資本の構

成要素に計上されている累積損益を、純損益に組替調整額として振り替えています。

(c) FVTOCIの金融資産（資本性金融資産）

資本性金融資産は、一部を除いて公正価値の事後の変動をその他の包括利益に表示するという取消不能な

選択を行っており、FVTOCIの金融資産に分類しています。

当初認識後、公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価損益はその他の包括利益で認識していま

す。当該金融資産の認識を中止する場合、又は公正価値が著しく下落した場合には、その他の資本の構成要

素に計上されている累積損益を利益剰余金に振り替えています。当該金融資産に係る受取配当金は、投資金

額の一部回収である場合を除き、純損益として認識しています。

(d) FVTPLの金融資産

償却原価で測定する金融資産及びFVTOCIの金融資産に分類されない金融資産をFVTPLの金融資産として分類

しています。

当初認識後、公正価値で測定し、事後的な変動を純損益として認識しています。

・金融資産の減損

当社グループは、償却原価で測定する金融資産又は負債性金融資産のうちFVTOCIの金融資産に分類された金

融資産に係る予想信用損失に対する損失評価引当金を認識しています。

損失評価引当金の測定は、各四半期末日において、当該金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく

増大している場合は、当該金融資産に係る全期間の予想信用損失に等しい金額とし、当該金融資産に係る信用

リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合は、当該金融資産に係る12か月の予想信用損失に等しい金

額としています。

ただし、営業債権や契約資産に係る損失評価引当金については、常に全期間の予想信用損失と同額で測定し

ています。

・金融負債

当社グループはすべての金融負債を当初認識時に、「FVTPLの金融負債」又は「償却原価で測定する金融負

債」に分類しています。

(a) FVTPLの金融負債

デリバティブによって認識した金融負債、FVTPLの金融負債として指定した金融負債及び企業結合において

認識した条件付対価のうち金融負債の定義を満たすものをFVTPLの金融負債に分類しています。

当初認識後、公正価値で測定し、事後的な変動を純損益として認識しています。

(b) 償却原価で測定する金融負債

FVTPLの金融負債として分類されない金融負債を償却原価で測定する金融負債に分類しています。

当初認識後、実効金利法による償却原価で測定しています。
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・認識の中止

金融資産については、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、金融

資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値の

ほとんどすべてを移転した場合、又は金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡したが、

当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてを移転したわけでも、ほとんどすべてを保持し

ているわけでもなく、かつ、当該金融資産に対する支配を保持していない場合に、当該金融資産の認識を中止

しています。

金融負債については、金融負債が消滅した時、すなわち契約中に特定された債務が免責、取消し又は失効と

なった場合に、当該金融負債の認識を中止しています。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産は取得原価又は正味実現可能価額のいずれか低い額で測定しています。取得原価には、購入原価、

加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他のすべての原価が含まれています。

正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び販売に要す

る見積費用を控除して算定しています。棚卸資産の原価は、主として先入先出法により算定しています。

③有形固定資産及び無形資産の減価償却又は償却の方法

・有形固定資産（使用権資産を除く）

有形固定資産の減価償却は、当該資産が使用可能となった時点から開始されます。減価償却費は、償却可

能価額を各構成要素の見積耐用年数にわたって、定額法により算定しています。償却可能価額は、資産の取

得価額から残存価額を差し引いて算定しています。

主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物 ２～60年

機械装置及び運搬具 ２～20年

工具、器具及び備品 ２～20年

有形固定資産の耐用年数、残存価額及び減価償却方法は各期末に再検討を行い、必要に応じて改定してい

ます。

・無形資産

無形資産は、それらが使用可能となった時点から見積耐用年数（２年～25年）にわたって定額法で償却し

ています。見積耐用年数は、法的保護期間又は経済的耐用年数のいずれか短い方を採用し、定期的に見直し

を行っています。

・使用権資産

使用権資産は、リース開始日時点のリース負債の当初測定額に、発生した直接コスト等を調整した取得原

価で測定しています。耐用年数又はリース期間のいずれか短い期間（２年～40年）にわたって定額法で減価

償却しています。

④引当金の計上基準

当社グループが過去の事象の結果として法的又は推定的な現在の債務を有しており、当該債務を決済する

ために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額につき信頼性のある見積

りができる場合に引当金を計上しています。

貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、引当金額は債務の決済に必要と見込まれる支出の現在価値で

測定しています。
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⑤収益の計上基準

当社グループは、医薬品の販売による収益及び第三者に製品の製造や販売、技術の使用等を認めた契約に

よるロイヤルティ収入を得ています。

・医薬品の販売

医薬品の販売による収益は、当社グループが移転を約束した医薬品に対する支配を顧客が獲得した時点で認

識しています。医薬品に対する支配は、通常、医薬品が顧客へ引き渡された時点で顧客に移転すると判断して

います。

対価の支払条件については、原則として１年を超える契約はなく、重大な金融要素は含まれていません。取

引価格に割戻及び値引等の変動性のある金額が含まれている契約については、これらの変動対価を期待値又は

最頻値により見積り、顧客から受領する対価から控除しています。変動対価は重要な戻入れが生じない可能性

が非常に高い場合のみ認識しています。

他の企業から医薬品の販売を受託していると判断された取引、すなわち、当社グループが代理人として関与

している取引については、当社グループが権利を得ると見込んでいる報酬又は手数料を純額で収益として認識

しています。

・ロイヤルティ収入

ロイヤルティ収入には、契約一時金、契約で定められた条件を達成した場合に受領する受取マイルストン及

び売上高等をベースとしたランニング・ロイヤルティが含まれます。

契約一時金は、履行義務が充足された時点で又は履行義務が充足されるにつれて一定の期間にわたり、収益

を認識しています。一時点で充足される履行義務については、契約に基づき当社グループが移転することを約

束した権利の支配を顧客が獲得した時点で収益を認識しています。一定の期間にわたり充足される履行義務に

ついては、経過期間等のアウトプットと、契約で約束した残りのサービス提供期間等との比率に基づいて収益

を認識しています。

受取マイルストンは、マイルストンの受領に不確実性があり、条件が達成されるまでは不確実性が解消され

ないことから、原則として、条件が達成された時点で一時に収益を認識しています。

売上高等をベースとしたランニング・ロイヤルティは、その後の売上等が発生する、もしくは、売上高等を

ベースとしたロイヤルティが配分されている履行義務が充足されるという事象のうち、遅い方が発生した時点

で認識しています。

契約一時金及び受取マイルストンは、原則として契約で定められた金額を収益としています。ランニング・

ロイヤルティの収益については、顧客からランニング・ロイヤルティの計算対象期間の売上高等の報告を受け、

それに契約で定められた料率を乗じて算出しています。ほとんどの契約で契約締結や条件達成後、及びランニ

ング・ロイヤルティの計算対象期間の末日から短期間での支払期限が定められています。

⑥確定給付型の退職後給付制度の会計処理

確定給付型制度に係る資産又は負債の純額は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値を

控除したものであり、資産又は負債として連結財政状態計算書で認識しています。確定給付制度債務は、予

測単位積増方式に基づいて算定され、その現在価値は、将来の予想支払額に割引率を適用して算定していま

す。割引率は、給付が見込まれる期間に近似した満期を有する優良社債の利回りを参照して決定していま

す。

勤務費用及び確定給付負債（資産）の純額に係る純利息費用は純損益として認識しています。

数理計算上の差異、純利息費用に含まれる部分を除く制度資産に係る収益及び資産上限額の影響の変動に

ついては、それらが生じた期間において「確定給付制度の再測定」としてその他の包括利益に認識し、直ち

にその他の資本の構成要素から利益剰余金へ振替えています。

⑦外貨の換算基準

・機能通貨及び表示通貨

当社グループの各企業の個別財務諸表は、それぞれの機能通貨で作成されています。当社グループの連結

計算書類は、当社の機能通貨である日本円で表示されています。

・外貨建取引

外貨建取引は、取引日の直物為替レート又はそれに近似するレートを用いて機能通貨に換算しています。

期末における外貨建貨幣性資産及び負債はすべて期末日の直物為替レートを用いて機能通貨に再換算し、

その結果生ずる差額を純損益として認識しています。
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・在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レート、収益及び費用は、期中の平均為替レートを用いて

日本円に換算しています。

在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる外貨換算差額は、その他の包括利益で認識しています。在外

営業活動体を処分する場合、当該在外営業活動体に関連する外貨換算差額の累計額は、処分時に純損益に振

り替えています。

⑧のれんに関する事項

のれんは、取得原価から減損損失累計額を控除して計上しています。

のれんは、企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位又は資金生成単位グループに配

分し、毎年一定の時期及び減損の兆候があると認められた場合にはその都度、減損テストを実施していま

す。減損テストにおいて資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合に

は、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、差額は減損損失として純損益で認識しています。

資金生成単位又は資金生成単位グループに関連して認識した減損損失は、まず資金生成単位又は資金生成

単位グループに配分されたのれんの帳簿価額から減額するように配分し、次に資金生成単位又は資金生成単

位グループにおけるその他の資産の帳簿価額を比例的に減額するよう配分しています。

のれんについて認識した減損損失は、その後の期間に戻入れを行いません。

２．会計上の見積りに関する注記

（１）収益認識及び返金負債の見積り計上

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

返金負債 176,445百万円

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

(a) 見積りの算出方法

取引価格に割戻及び値引等の変動性のある金額が含まれている契約については、これらの変動対価を期待

値又は最頻値により見積り、顧客から受領する対価から控除しています。また、期末日後に見込まれる返金

に備えるため、返金負債を計上しています。変動対価は重要な戻入れが生じない可能性が非常に高い場合の

み認識しています。

(b) 金額の算出に用いた主要な仮定

見積り額の基礎となる主要な仮定は、製品の売上計画等です。

(c) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である製品の売上計画等は、見積りの不確実性が高く、これらの主要な仮定に変化が生じた場

合、翌連結会計年度の売上収益や返金負債の金額に影響を与える可能性があります。
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（２）のれん及び仕掛研究開発の減損

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 303,030百万円

仕掛研究開発 300,835百万円

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

(a) 見積りの算出方法

資産、資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合、その資産は減損

していると判断されます。のれんは、企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位又は資

金生成単位グループに配分し、回収可能価額はその資金生成単位又は資金生成単位グループごとに見積りま

す。仕掛研究開発の回収可能価額は主として個別の資産ごとに見積ります。

回収可能価額は主として将来予測を基礎とした使用価値により算出しています。

(b) 金額の算出に用いた主要な仮定

回収可能価額の基礎となる主要な仮定は、規制当局からの販売承認取得の可能性、販売予測、割引率、成

長率等です。

(c) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である規制当局からの販売承認取得の可能性、販売予測、割引率、成長率等は、見積りの不確

実性が高く、これらの主要な仮定に変化が生じた場合、翌連結会計年度ののれん及び仕掛研究開発の金額に

影響を与える可能性があります。

（３）繰延税金資産の回収可能性

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 72,331百万円

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

(a) 見積りの算出方法

繰延税金資産は、将来減算一時差異、税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除について、将来それらを使用

できる課税所得が稼得される可能性が高い範囲内で認識しています。繰延税金資産の回収可能性の評価にお

いては、予定される繰延税金負債の取崩し、予測される将来課税所得及びタックスプランニングを考慮して

おり、課税所得の見積りは事業計画を基礎としています。

(b) 金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得の基礎となる事業計画の主要な仮定は、各国の医薬品市場の動向、主要製品の上市スケジュール

等です。

(c) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である各国の医薬品市場の動向、主要製品の上市スケジュール等は、見積りの不確実性が高く、

これらの主要な仮定に変化が生じた場合、翌連結会計年度の繰延税金資産の金額に影響を与える可能性があ

ります。
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（４）企業結合により生じた条件付対価の公正価値測定

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

条件付対価 66,569百万円

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

(a) 見積りの算出方法

条件付対価は、当初認識後、公正価値で測定しています。公正価値の測定においては、被取得企業が保有

していた臨床開発プログラムの開発の進捗に応じて支払うマイルストンを基礎としています。

(b) 金額の算出に用いた主要な仮定

公正価値測定の基礎となる主要な仮定は、臨床開発プログラムが成功する可能性、割引率等です。

(c) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である臨床開発プログラムが成功する可能性は新薬開発の難易度等と関連しており、割引率等

も含めて、見積りの不確実性が高く、これらの主要な仮定に変化が生じた場合、翌連結会計年度の条件付対

価の金額に影響を与える可能性があります。

新型コロナウイルス感染症による今後の影響として、新製品の市場浸透、薬事関連のタイムライン、新薬の研究

開発スケジュール、危機対応に伴う費用発生の要否など多くの不確実な要素が考えられます。しかし、当連結会計

年度の業績に重要な影響がなかったことや当社グループの事業内容及び製品特性等を踏まえ、会計上の見積りを行

うにあたっては、当社グループの今後の業績等への影響は限定的であると仮定しています。実際の結果と異なる場

合には、翌連結会計年度において、資産や負債の帳簿価額に重要な影響を与える可能性があります。

３．連結財政状態計算書に関する注記

（１）資産から直接控除した損失評価引当金

その他の金融資産（非流動） 3百万円

売上債権及びその他の債権（流動） 2,063百万円

（２）有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

355,010百万円

（３）偶発負債

保証債務（金融機関等からの借入に対する保証）

従業員 46百万円
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４．連結持分変動計算書に関する注記

（１）当期末の発行済株式の種類及びその総数

普通株式 1,835,851,575株

（２）配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年４月27日

取締役会
普通株式 39,075 21.00 2021年３月31日 2021年６月１日

2021年10月29日

取締役会
普通株式 46,519 25.00 2021年９月30日 2021年12月１日

(注) １．2021年４月27日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託の所有する

当社株式に対する配当金161百万円が含まれています。

２．2021年10月29日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託の所有する

当社株式に対する配当金197百万円が含まれています。

②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年４月27日

取締役会
普通株式 45,873 利益剰余金 25.00 2022年３月31日 2022年６月１日

(注) 上記には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託の所有する当社株式に対する配当金197百万円が含まれてい

ます。

（３）当期末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 789,000株

５．金融商品に関する注記

（１）資本管理

当社グループは、持続的な企業価値の向上とそれを通じた株主還元の向上を実現するために、資本効率を向上

させつつ、財務の健全性・柔軟性も確保された、最適な資本構成を維持することを資本管理の基本方針としてい

ます。

当社グループは、最適な資本構成を維持するために財務指標のモニタリングを実施しています。財務の健全

性・柔軟性については信用格付け、資本効率については親会社所有者帰属持分当期利益率 (ROE) を適宜モニタリ

ングしています。なお、当社グループが適用を受ける重要な資本規制はありません。

（２）財務上のリスク管理方針

当社グループは、事業活動を行うにあたり、信用リスク、流動性リスク、為替リスク及び金利リスク等の財務

上のリスクに晒されており、これらのリスクを低減するために、一定の方針等に基づきリスク管理を行っていま

す。

また、当社グループは、デリバティブの利用を財務上のリスクをヘッジする目的とした取引に限定しており、

投機目的では利用していません。
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①信用リスク管理

当社グループの事業活動から生ずる債権である売掛金等は、取引先の信用リスクに晒されています。当該リス

クに関しては、取引先の経営状況を適宜把握し、売掛金残高を監視する事により信用リスクを管理しています。

また、取引先の信用状況に応じて売掛金等の回収可能性を検討し、必要に応じて損失評価引当金を計上していま

す。

当社グループが保有する有価証券に関しては発行体の信用リスク、預金に関しては銀行の信用リスクに晒され

ています。また、当社グループが財務上のリスクをヘッジする目的で行っているデリバティブ取引については、

取引相手である金融機関の信用リスクに晒されています。資金運用における有価証券取引・預金取引については、

Global Cash Investment Policy及びGlobal Treasury Policyに基づき、一定の信用格付け基準を満たす発行体・

銀行に限定し、定められた運用期間・限度額内で運用しています。また、デリバティブ取引については、Global

Treasury Policyに基づき、一定の信用格付け基準を満たす金融機関に取引相手を限定しています。

②流動性リスク管理

当社グループは、支払債務の履行が困難になる流動性リスクに晒されていますが、想定される支払債務への対

応に加え、一定の戦略的投資機会にも機動的に対応できる手元流動性を維持しており、残高については、月次で

専務担当役員 財務担当に報告をしています。

③為替リスク管理

当社グループの事業は多くの国及び地域で営まれており、当社グループの経営成績及び財政状態は為替リスク

に晒されています。

当社グループは、為替リスクの抑制を目的としたデリバティブ取引の利用の要否を、個別の案件ごとに検討し

ています。当連結会計年度において、外貨建てインターカンパニーローンについては、為替変動による経営成績

への影響を抑えるため、先物為替予約のデリバティブ取引を利用しています。通貨毎の為替リスクヘッジ状況

（デリバティブ取引残高）については、月次で専務担当役員 財務担当に報告しています。

④金利リスク管理

当社グループの有利子負債は金利変動リスクに晒されていますが、資金需要に対してその内容や財務状況及び

金融環境を考慮し、調達の金額・期間・方法等を判断し、金利変動リスクを軽減するために、固定・変動金利を

組み合わせて調達の最適化を図っています。

（３）金融商品の公正価値

①金融商品の公正価値の算定方法

・償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産は、売上債権及びその他の債権、貸付金及びその他の金融資産、現金及び現金同等

物で構成されています。これらは、主として短期間で決済されるため、帳簿価額は公正価値に近似しています。

・FVTOCIの金融資産（資本性）

市場性のある有価証券の公正価値は、期末日の市場価格を用いて算定しています。非上場株式の公正価値は、直

近の入手可能な投資先の純資産又は将来の収益性の見通し等に基づき算定しています。

・FVTPLの金融資産

FVTPLの金融資産は、主に為替予約やファンドへの出資で構成されています。為替予約の公正価値は、取引金融機

関から提示された価格等に基づいて算定しています。出資金の公正価値は、直近の入手可能な情報に基づきファン

ドの公正価値を見積もったうえで、それに対する持分に基づいて算定しています。
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・FVTPLの金融負債

FVTPLの金融負債は、企業結合により生じた条件付対価及び為替予約で構成されています。企業結合により生じた

条件付対価の公正価値は、開発が成功する可能性や貨幣の時間価値を考慮して算定しています。為替予約の公正価

値は、取引金融機関から提示された価格等に基づいて算定しています。

・償却原価で測定する金融負債

償却原価で測定する金融負債は、仕入債務及びその他の債務、リース負債、社債及び借入金、その他の金融負債

で構成されています。これらは、リース負債を除いて、主として短期間で決済されるため、帳簿価額は公正価値に

近似しています。

連結財政状態計算書の「その他の金融負債」に含まれる社債及び借入金の内訳は次の通りです。

(単位：百万円)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

その他の金融負債 (流動)

１年以内返済予定の長期借入金 50,000

社債 (コマーシャル・ペーパー) 90,000

②経常的に公正価値で測定される金融商品

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、次のように区分しています。

レベル１：同一の資産又は負債に関する活発な市場における無調整の相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正価値

レベル３：重大な観察可能でないインプットを使用して測定した公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重大なインプットのう

ち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しています。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期末日に発生したものとして認識しています。
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公正価値ヒエラルキーの各レベルに分類された、経常的に公正価値で測定される金融資産及び金融負債の内訳は

次のとおりです。

当連結会計年度 (2022年３月31日)

(単位：百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

FVTPLの金融資産

出資金 － － 25,441 25,441

為替予約取引 － 2,281 － 2,281

その他 － 18,039 － 18,039

小計 － 20,320 25,441 45,761

FVTOCIの金融資産 (資本性)

上場株式 18,320 － － 18,320

非上場株式 － － 19,173 19,173

小計 18,320 － 19,173 37,493

金融資産合計 18,320 20,320 44,615 83,255

金融負債

FVTPLの金融負債

条件付対価 － － 66,569 66,569

小計 － － 66,569 66,569

金融負債合計 － － 66,569 66,569

(注) FVTPLの金融資産、FVTOCIの金融資産 (資本性) 及びFVTPLの金融負債は、それぞれ連結財政状態計算書の「そ

の他の金融資産」及び「その他の金融負債」に含まれています。
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レベル３に分類されている金融商品の公正価値の変動は次のとおりです。

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(a) 金融資産

(単位：百万円)

FVTPLの金融資産
FVTOCIの金融資産

(資本性)
合計

2021年４月１日残高 22,069 19,937 42,007

実現及び未実現損益

純損益に計上 (注) １ 2,669 － 2,669

その他の包括利益に計上 － 1,878 1,878

購入、発行、売却、決済

購入 3,283 2,827 6,109

売却又は決済 △2,905 △4,891 △7,796

レベル３からの振替 (注) ２ － △1,426 △1,426

その他 325 848 1,173

2022年３月31日残高 25,441 19,173 44,615

報告期間末に保有している資産について純損益に
計上された当期の未実現損益の変動 (注) １

2,669 － 2,669

(注) １．連結純損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれています。

　 ２．公正価値の測定に使用する重大なインプットが観察可能となったことによるものです。

(b) 金融負債

(単位：百万円)

FVTPLの金融負債

2021年４月１日残高 66,195

実現及び未実現損益

純損益に計上 (注) 3,524

決済 △4,650

その他 1,500

2022年３月31日残高 66,569

報告期間末に保有している負債について純損益に
計上された当期の未実現損益の変動 (注)

3,524

(注) 連結純損益計算書の「その他の収益」及び「その他の費用」に含まれています。

　

25



レベル３に分類されている金融資産は、主にファンドへの出資により構成されています。

出資金の公正価値は、直近の入手可能な情報に基づきファンドの公正価値を見積もったうえで、それに対する持

分に基づいて算定しています。

出資金の公正価値は、四半期ごとに当社及びグループ各社の担当部門がグループ会計方針等に従って測定し、公

正価値の変動の根拠と併せて上位者に報告されています。

レベル３に分類されている金融負債は、企業結合により生じた条件付対価です。

条件付対価は、被取得企業が保有していた臨床開発プログラムの開発の進捗等に応じて支払うマイルストンであ

り、その公正価値は、新薬開発の難易度等と関連したプログラムが成功する可能性や貨幣の時間的価値等を考慮し

て見積もっています。これらの見積りには不確実性を伴うため、重大な観察可能でないインプットであるプログラ

ムが成功する可能性が高くなった場合、公正価値は増加する等の影響があります。

レベル３に分類されている金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変

更した場合に重要な公正価値の変動は見込まれていません。

６．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり親会社所有者帰属持分

799円26銭

（２）基本的１株当たり当期利益

67円08銭

７．重要な後発事象に関する注記

当社グループは2022年４月、仕掛中の研究開発であるAT702、AT751、AT753の研究開発中止を意思決定しました。こ

れに伴い、翌連結会計年度に無形資産の減損損失170百万米ドルをその他の費用として計上する予定です。
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８．収益認識に関する注記

（１）収益の分解

売上収益の内訳は次のとおりです

当連結会計年度 (自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

日本 米国
エスタブ
リッシュド
マーケット

グレーター
チャイナ

インター
ナショナル
マーケット

その他 合計

医薬品の販売

XTANDI／イクスタンジ 47,164 276,943 170,078 7,917 32,215 － 534,317

プログラフ 38,202 9,402 67,884 38,128 31,747 － 185,362

ベタニス／ミラベトリック／
ベットミガ

37,491 87,158 36,656 2,922 8,065 － 172,293

その他 135,286 144,291 39,245 17,338 36,531 1,922 374,613

小計 258,142 517,794 313,863 66,305 108,558 1,922 1,266,584

ロイヤルティ収入 616 132 1,299 － 1,523 6,472 10,042

その他 － 19,526 － － － 12 19,537

合計 258,758 537,452 315,162 66,305 110,081 8,406 1,296,163

(注) 売上収益は、コマーシャル部門における経営管理上の組織区分を基礎として分類しています。

エスタブリッシュドマーケット：欧州、カナダ、オーストラリア

グレーターチャイナ：中国、香港、台湾

インターナショナルマーケット：ロシア、中南米、中東、アフリカ、東南アジア、南アジア、韓国、輸出売上等

（２）契約残高

契約残高の内訳は次のとおりです。

(単位：百万円)

2021年４月１日
当連結会計年度
(2022年３月31日)

顧客との契約から生じた債権

売掛金及び受取手形 328,726 368,038

損失評価引当金 △1,256 △2,063

合計 327,470 365,975

契約負債 4,032 3,752

(注) １．当社グループは、主にライセンス契約に関連した契約一時金について、顧客から対価を受け取っているもの

の履行義務を充足していない部分を契約負債として認識しています。当連結会計年度において認識した収益

のうち期首現在の契約負債残高に含まれていたものは、3,534百万円です。

２．当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益の金額に

重要性はありません。

（３）残存履行義務に配分した取引価格

当初の予想期間が１年を超える重要な契約がないことから、実務上の便法を適用し、記載を省略しています。

９．その他の注記

その他の費用に関する注記

当連結会計年度において、無形資産に対して認識された減損損失は69,015百万円であり、その主な内訳はASP0892の

開発中止に伴う減損損失21,463百万円及びAT132の開発計画の見直しに伴う減損損失31,166百万円です。
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株主資本等変動計算書
自 2021年４月１日

至 2022年３月31日

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本
剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 103,001 176,822 176,822 16,827 1,185 485,947 503,959

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － △85,594 △85,594

当期純利益 － － － － － 225,095 225,095

自己株式の取得 － － － － － － －

自己株式の処分 － － － － － △220 △220

自己株式の消却 － － － － － △51,427 △51,427

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － 87,854 87,854

当期末残高 103,001 176,822 176,822 16,827 1,185 573,801 591,813

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △15,377 768,404 18,566 18,566 745 787,715

当期変動額

剰余金の配当 － △85,594 － － － △85,594

当期純利益 － 225,095 － － － 225,095

自己株式の取得 △50,717 △50,717 － － － △50,717

自己株式の処分 735 514 － － － 514

自己株式の消却 51,427 － － － － －

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

－ － △3,275 △3,275 △115 △3,390

当期変動額合計 1,444 89,298 △3,275 △3,275 △115 85,907

当期末残高 △13,934 857,702 15,290 15,290 630 873,622
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法)

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 ２～50年

構築物 ２～60年

機械及び装置 ２～17年

工具、器具及び備品 ２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ています。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付債権等の貸倒損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②退職給付引当金

確定給付型の退職給付制度に基づく従業員の退職給付に備え、当期末における退職給付債務から年金資産の

額を控除した額に未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を調整した額を計上しています。

数理計算上の差異は発生時の従業員の平均残存勤務年数にわたり定額法により翌年度から処理し、過去勤務

費用は発生時の従業員の平均残存勤務年数にわたり定額法により処理しています。
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（４）収益の計上基準

当社は、医薬品の販売による収益及び第三者に製品の製造や販売、技術の使用等を認めた契約によるロイヤルテ

ィ収入を得ています。

①医薬品の販売

医薬品の販売による収益は、当社が移転を約束した医薬品に対する支配を顧客が獲得した時点で認識してい

ます。医薬品に対する支配は、通常、医薬品が顧客へ引き渡された時点で顧客に移転すると判断しています。

対価の支払条件については、原則として１年を超える契約はなく、重大な金融要素は含まれていません。取

引価格に割戻及び値引等の変動性のある金額が含まれている契約については、これらの変動対価を期待値又は

最頻値により見積り、顧客から受領する対価から控除しています。変動対価は重要な戻入れが生じない可能性

が非常に高い場合のみ認識しています。

他の企業から医薬品の販売を受託していると判断された取引、すなわち、当社が代理人として関与している

取引については、当社が権利を得ると見込んでいる報酬又は手数料を純額で収益として認識しています。

②ロイヤルティ収入

ロイヤルティ収入には、契約一時金、契約で定められた条件を達成した場合に受領する受取マイルストン及

び売上高等をベースとしたランニング・ロイヤルティが含まれます。

契約一時金は、履行義務が充足された時点で又は履行義務が充足されるにつれて一定の期間にわたり、収益

を認識しています。一時点で充足される履行義務については、契約に基づき当社が移転することを約束した権

利の支配を顧客が獲得した時点で収益を認識しています。一定の期間にわたり充足される履行義務について

は、経過期間等のアウトプットと、契約で約束した残りのサービス提供期間等との比率に基づいて収益を認識

しています。

受取マイルストンは、マイルストンの受領に不確実性があり、条件が達成されるまでは不確実性が解消され

ないことから、原則として、条件が達成された時点で一時に収益を認識しています。

売上高等をベースとしたランニング・ロイヤルティは、その後の売上等が発生する、もしくは、売上高等を

ベースとしたロイヤルティが配分されている履行義務が充足されるという事象のうち、遅い方が発生した時点

で認識しています。

契約一時金及び受取マイルストンは、原則として契約で定められた金額を収益としています。ランニング・

ロイヤルティの収益については、顧客からランニング・ロイヤルティの計算対象期間の売上高等の報告を受

け、それに契約で定められた料率を乗じて算出しています。ほとんどの契約で契約締結や条件達成後、及びラ

ンニング・ロイヤルティの計算対象期間の末日から短期間での支払期限が定められています。

（５）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジを採用しています。ただしその他有価証券については、時価ヘッジを採用していま

す。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：デリバティブ取引

ヘッジ対象：相場変動、キャッシュ・フロー変動により、損益が発生する資産、負債

③ヘッジ方針

当社で規定されたデリバティブ取引に関する管理体制に基づき、ヘッジ対象に係る相場変動リスク、キャッ

シュ・フロー変動リスクを一定の範囲内でヘッジしています。

④ヘッジ有効性評価の方法

繰延ヘッジに関しては、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動また

はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎に判断することにしています。

（６）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しています。
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２．会計上の見積りに関する注記

(繰延税金資産の回収可能性)

①当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 66,385百万円

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」 (企業会計基準適用指針第26号) に規定される企業の分類に

応じて、回収が見込まれる繰延税金資産の計上額を決定しています。その他の情報については、「連結注記表

２．会計上の見積りに関する注記」をご参照ください。

３．会計方針の変更に関する注記

「収益認識に関する会計基準」 (企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。) 及

び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日） を当事業年度の期首

から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当事業年度の期首より前に新たな会計基準を遡及修正した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余

金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用していますが、当事業年度の利益剰余金期首残高への影響はあ

りません。

また、収益認識会計基準等の適用による、当社の計算書類への重要な影響はありません。

４．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額

141,122百万円

（２）偶発債務

保証債務（金融機関等からの借入に対する保証）

従業員 46百万円

（３）関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 108,465百万円

短期金銭債務 247,986百万円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 273,564百万円

仕入高 42,718百万円

営業取引以外の取引高 143,127百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

期末日における自己株式の種類及び数

普通株式 8,777,623株
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

投資有価証券 1,505百万円

退職給付引当金 4,170百万円

有形固定資産 937百万円

無形固定資産 18,512百万円

未払費用 3,631百万円

棚卸資産 25,507百万円

関係会社株式 8,105百万円

その他 22,583百万円

繰延税金資産小計 84,951百万円

評価性引当額 △10,499百万円

繰延税金資産合計 74,452百万円

繰延税金負債

投資有価証券 △5,801百万円

前払年金費用 △1,135百万円

有形固定資産 △520百万円

その他 △611百万円

繰延税金負債合計 △8,067百万円

繰延税金資産の純額 66,385百万円
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８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称

議決権等の所

有（被所有）

割合

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

子会社 アステラス B.V.
（所有）

直接 100％

資金の借入

役員の兼任

資金の借入

（注１)
115,385

短期借入金 166,966

借入資金の返済 126,243

子会社

アステラス US

ホールディング

Inc.

（所有）

直接 100％

資金の預入

資金の預り

役員の兼任

キャッシュ・プ

ーリング・シス

テムによる資金

の預入（注２)

－
その他

流動資産
21,309

子会社

アステラス ファ

ーマ グローバル

ディベロップメ

ント Inc.

（所有）

間接 100％

開発の委託

役員の兼任

開発の委託

（注３）
46,738 未払金 8,344

子会社 オジェダ SA
（所有）

直接 100％

資金の借入

役員の兼任
借入資金の返済 12,824 短期借入金 52,540

子会社

アステラス ファ

ーマ ヨーロッパ

Ltd.

（所有）

間接 100％

製品等の販売及

びロイヤルティ

の受領

製品等の販売及

びロイヤルティ

の受領

（注３)

100,888 売掛金 23,967

子会社
アステラス US

LLC

（所有）

間接 100％

ロイヤルティの

受領

役員の兼任

ロイヤルティの

受領

（注３）

108,494 売掛金 24,796

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

（注２）キャッシュ・プーリング・システムは、参加会社間で資金の貸借を日次で行っているため、取引金額は記載

していません。なお、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しています。

（注３）開発の委託並びに製品等の販売及びロイヤルティの受領については、市場価格等を勘案して決定していま

す。

９．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額

477円81銭

（２）１株当たり当期純利益

121円69銭
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10．重要な後発事象に関する注記

当社は、2020年11月11日開催の当社エグゼクティブ・コミッティにおいて、当社の完全子会社であるアステラス フ

ァーマ テック株式会社及びアステラスグリーンサプライ株式会社を吸収合併することを決定し、2022年４月１日を企

業結合日として合併しました。

（１）取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

（i）結合当事企業の名称

当社、当社の完全子会社であるアステラス ファーマ テック株式会社、アステラスグリーンサプライ株式

会社

（ii）事業の内容

アステラス製薬株式会社（当社）：医薬品の製造・販売及び輸出入

アステラス ファーマ テック株式会社：医薬品・治験薬・原薬の製造

アステラスグリーンサプライ株式会社：アステラスグループ事業所内の環境緑化や資源リサイクルなど

②企業結合日

2022年４月１日

③企業結合の法的形式

当社を存続会社、アステラス ファーマ テック株式会社及びアステラスグリーンサプライ株式会社を消滅会社

とする吸収合併

④結合後企業の名称

アステラス製薬株式会社

⑤その他取引の概要に関する事項

（i）アステラス ファーマ テック株式会社

当社の医療用医薬品や治験薬などの製造業務を行っています。今後、抗体医薬や細胞医療、遺伝子治療な

どのFocus Areaアプローチに基づく新たなモダリティを活用した新薬の早期上市、安定供給を実現するため

には、早い段階から生産や供給を考慮して研究・開発を進めることが不可欠です。今回の吸収合併によって、

２つの組織の隔たりがなくなり、製品化までのプロセス開発が加速され、さらに生産技術の融合が期待でき

ます。

（ii）アステラスグリーンサプライ株式会社

環境緑化や資源リサイクルなどの業務を行い、障がい者雇用を推進しています。吸収合併することによっ

て、より効率的な運営を行い、引き続き障がい者雇用に関する社会的責任を果たしていきます。

（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、

共通支配下の取引として会計処理を行っています。当該合併に伴い、抱合せ株式消滅差益約232億円を特別利益のそ

の他に計上する見込みです。
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